
海洋関係抜粋
経済財政運営と改革の基本方針2025（抄）令和７年６月13日閣議決定

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現

３．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加

（１）ＧＸの推進
～前略～
国産海洋資源の確保に向け、総合海洋政策本部及び総合海洋政策推進事務局が司令塔機能

を抜本的に強化し、社会実装・産業化支援に向け、メタンハイドレート、マンガン団塊、レ
アアース泥等の技術開発・実証に取り組む。

（３）フロンティアの開拓
（海洋）

海洋開発等重点戦略111に基づき、技術開発の成果を社会実装・産業化に戦略的につなげる
ため、自律型無人探査機（ＡＵＶ）と周辺技術の利用実証支援、衛星データ・ＡＩ分析技術
による海洋状況把握システムの高度化・海外展開に向けた調査、南鳥島周辺海域でのレア
アース生産に向けた研究開発、北極域研究船「みらいⅡ」の建造及び就航等を推進する。
深海・海溝域の探査・採取プラットフォーム機能を持つ母船の在り方の検討を行う。
2026年度末に期限を迎える有人国境離島法112に基づく有人国境離島の保全及び地域社会の維
持に係る取組を検証しつつ、関連施策を推進する。

111 令和６年４月26日総合海洋政策本部決定。
112 有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法（平成28年法律第33号）。
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Ⅴ．科学技術・イノベーション力の強化

５．先端科学技術分野の取組強化とフロンティアの開拓
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（５）海洋
海洋開発等重点戦略に基づき、周辺技術と協調等を図った自律型無人探査機の利用実証、

産業分野における海洋情報の利活用促進、衛星データ・ＡＩ分析技術を活用した海洋状況把
握システムの高度化や海外連携のための調査、南鳥島周辺海域でのレアアース生産に向けた
研究開発、北極域研究船「みらいⅡ」の着実な建造と就航後の国際研究プラットフォーム化
等の重要ミッションを着実に推進する。
国産海洋資源の確保に向け、総合海洋政策本部及び総合海洋政策推進事務局が司令塔機能

を抜本的に強化し、社会実装・産業化支援に向け、メタンハイドレート、マンガン団塊、レ
アアース泥等の調査・技術開発・実証に取り組む。
海洋生物の調査や海洋資源開発等への活用も見据え、大深度無人探査機の開発を進めると

ともに、深海・海溝域の探査・採取プラットフォーム機能を持つ母船の在り方の検討を行う。
経済・生活、経済安全保障を支える観点から、環境・自動運航の技術向上等により、日本

の造船業を再生し、海運業や船舶産業を中核とする海事クラスターの強靱化が不可欠である。
このため、日米協力を含めた海事サプライチェーンの大幅な強靱化、ＧＸ経済移行債の活用
等によるゼロエミッション船等の導入促進、日本籍船保有コスト低減を含む日本船主等の競
争力強化、商用自動運航船の実現、内航海運・旅客船による安定輸送、新しい地方経済・生
活環境創生交付金を活用した造船人材の確保など海事人材の確保等に取り組む。 
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